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世界最吉の現行成文憲法と言われるアメリカ合衆国憲法の草案が， 1787 
年の憲法制定議会において作成されたことは，周知のことである 2 しかし，
イギリスから独立した後のアメリカにおいて，各邦 (state)が制定した諸邦
憲法を諒いたとしても，これは最初の成文憲法というわけではなかったc つ
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まり， 1781年に， r連合規約 (Articlesof Confederation) Jという，緩やかな
邦の連合を構想、した文書が大陸会議 (ColltinentalCongress) (1連合規約Jのドに
おける仁川tinentalCongressは， i3li合会議j と訳出し区別される)において決議され
たが，これがアメリカの最初の成文憲法であるおこの「連合規約jは， 1787 
年までの 6年間という極めて短命で終わるが，その理由は，邦同士のつなが
りがあまりにも緩やかで，中央政府である連合会議に必要な権限が付与され
ていなかったためであると考えられる
それでは，なぜそのような緩やかな諸邦の連合体制を，当時のアメリカ人
は構想したのだろうかc 端的に言えば，それはアメリカ人が，イギリスから
の独立を果たしたばかりであったため，イギリス議会主子中心とするイギリス
帝国のような，強力な中央集権体制に対して，答戒心または嫌悪感を持って
いたためである。また， 1600年代に次々とイギリス本閣から入植を果た
い植畏地合経営するようになった植民地入は，一般的には，独立までの
170 年ほどの潤に相当のl植民地 I~I治権ぞ有するまでに発展し，それを?基礎に
植民地議会および賠審裁判を運;雪し，自らの土地と風土に適合的な社会生活
を各揃民地において営んでいたが，これも，彼らが中央集権的政府の構築を
避け，設やかな邦の連合を泣指した大きな1提出であるつ
したがって，独立後一つの国としてのまとまりを作らなければならないこ
とに気がついた新生アメリカ人たちが， そのような緩やかな連合体制，すな
わち「連合規約Jを構想したことには，殴史的経験としての必然性がそ子在す
る。それでは， 1781年「連合規約j以高官の撞民地時代のアメリカにおいて
は，各植民地がまったく別級独立的に生活を営んでいただけかと言うと， も
ちろんそうではなし少なくともイギリスとの抗争が始まる 1760年代中頃
には大陸会議の下，一つの組織にまとまるようになっていたのである。もっ
とも，彼らが一つにまとまろうとしたのは，この時が初めてではなかった。
諸様民地が一つの単位を作ろうとする動きとしては， 1754年，ニューヨー
ク槌民地オノレパニーで議論された fオノレパニー・プランjがある。アメリカ
における多くの文献では，アメリカ合衆国憲法が制定されるまでの植民地に
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おける統一のための試みのーっとして， この「オノレパニー・プランjが基本
的なものとして引用され議論されているが，我が閣においては，これについ
て紹介されることもほとんどなし大抵の場合には，単に 1781年「連合規
約jからアメリカ合衆国憲法体制の成立の寵史は紐解かれるにとどまってい
ると言っても過言ではない2)。
したがって本穏では， 1754年 fオノレパニー・プランjの意義について，現行
アメリカ合衆国憲法の制定の観点から検討する。つまり，この「オノレパニー・
プランjがどのような経緯で誰によって作成されたものか，その内容はどのよ
うなものか，そして，間プランが現行アメリカ合衆国憲法の基礎，または，そ
の前身としての f連合規約jの基礎を形作ったものと言うことができるよう
な，何らかの共通性そその中に見いだすことができるのかについて考察し，
アメリカ合衆国憲法の基盤を探る試みの一部分とすることを目的とする c
したがって以下本請では， 1754年当時のニューヨーク植民地および近隣
の植民地の社会状況，特にイギリス本国との関採がどのような状況になって
いたかを整理し，次いで， 1754年のニューヨークのオノレパニー会議におい
て，なぜ連合の必要性が議論されたのか，また連合のための文書として， ど
のような 「オノレパニー ・プランjが誰によって準{指されたのかをヲ明ら
かにする。その後に， iオノレパニー ・プランjをめぐって，アメリカおよびイ
ギリス本国においてどのように議論されたのかを整理検討し，それらを踏ま
えて，最後に現行アメヲカ合衆国憲法との関係において，この「オルパ
ニー・プランjをいかなるものとして位置付けることが可能か，考察する。
1. Iオノレパニー・プランJ作成当時の社会的環境
および「オノレパニー会議j開催の理出
fオノレパニー・プランjが作成された 1754年当時の社会的環境，特にイギ
リス本国とイギリス植民地であったアメリカ諸檀民地との関係がどのような
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状況だったのかについて理解することは，同プラン自体が有する意味および
プランの内容を題解する上で不可欠である。そのためには，植誌地建設の時
期に遡仇オノレパニーおよびニューヨーク植民地，そして周辺植設地の発展
を概観するとともに，その後の社会的環境の変化と，それに基づく fオノレパ
ニー・プランJ作成の原因について整理しておかねばならないc
(1) ニューヨーク植民地の建設とオノレパニーの
発展(l621-17i4)
後にイギリス領ニューヨーク槻民地となるこの土地に，最初に移生したの
はオランダ人で、あった。へンリー・ハドソンが 1609年に探検のためにまず訪
れ， 1621年にオランダ西インド会社が設立されるが， その時にニュー・アム
ステノレダム(現{Eのニューヨーク術)とハドソン}I上流のブオート・オレンジ
(現夜のオノレパニー)に交易所が築かれた。ニュー・アムステノレダムとブオー
ト・オレンジはハドソン)1で結ばれていたが，双方を結ぶ)11沿いには大地主
制農業経常が開始され，ニュー・アムステノレダムは，それら農場から集めら
れる段産物と，ブオート・オレンジ以間以北から集められてきた毛皮類の取
引をiド心{こ， j努業中心地として発展してし、くく
一方，アメリプJ大諮への植民に関して後発国であったイギリスが，この地
域に進出してくるのは，オラン夕、が植民地経営企確立した後のことで， 1650 
年前後のクロムウエノレによる重商主義強化の時期と符合する。クロムウェノレ
の重商主義強化は，植民地政策にも反映された。まず，原知的に，イギリス
本国がアメリカ大擦に入植し，植民地経営を軌道に乗せて利益を上げること
は，本国の寓の増大にとって不可欠のことであり，本国の利益を守る必要か
ら，植民地交易が他隈の商人および植民地商人だけの利益につながり，イギ
リス本国の産業や薦人の利益と発展にマイナスとなることは，本国としては
基本的に容認できないことだったc つまり，この時期からイギリスが植設地
経営に乗り出すための条件として重視したのは，その地が確実に本留に利益
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をもたらすものであることだった。つまり，的留を排給してでも，植民地が
さらに発展可能であり利絡を生むものでなければならず，それと潤時lこ，逆
に本閣の産業よりも発展的となりすぎ，それと競合またはそれを棄損するこ
とは認められないという一種のジレンマを含んでいたと言える。したがっ
て，クロムウエノレによる 1651年「航海法(l¥'avigationActs) Jは，植民地とイ
ギリス本国，および，極民地とその他の匿との交易のためには，植民地合含
むイギリスの船舶を利用しなければならないこととし，ニュー・アムステノレ
ダムを中心に海運業で利益を上げていたオラン夕、そ，領民地経営{こ関連する
交易から絡め出し，イギリス帝国の科j憶を最大化することを呂的としてい
た。また， この「航海法jは，イギリス以外のヨーロッパ諸慰が植民地アメ
リカへ物品を輸送する場合には，イギリス本間を経由させ，そこでイギリス
が関税収入を得ることができるようにした。こうして，海運業を含む交易に
携わるイギリス本国商人および植民地面人の利益と，イギリス本田の利益と
の双方が確保できるようにしたのである。さらに，ヴァージニアなど階部の
イギリス植民地の特産物であるタバコ・綿花その他の物品を植民地から輸出
するにあたっても，イギリス本態を経由させ，そこで;量的管理を実施するこ
とで、植民地への統棋を図るばかりでなく，本閣の関税収入もさらに場加する
よう工夫そしたのである。
したがって，このようなイギリス本鵠の設策およびその後ろ盾であるイギ
リス寧の活動は，すでに商業地であるニュー・アムステノレダムおよびブオー
ト・オレンジを中心に拡大いその地域で以前から多くの利潟を上げていた
オランダとの摩諜を，必然的に生じさせることになり，最終的にそれが戦争
へと発展したとしても，まったく不思議ではなかった。つまり， 1652年か
ら1664年には第一次英臨戦争が， 1665年から 6i年には第二次英臨戦
が，そして，16i2年から i4年には第三次英模戦争が戦われ，最初の第一次
英関戦争の最後， 1664年には，イギリスはニュー・アムステノレ夕、ムを占領
し，イギリス王チャーノレズ2世の弟ヨーク公にその土地を付与することにし
た。それ以降，ニュー・アムステノレ夕、ムは，ニューヨークと呼ばれるように
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なったのである。
また，フオート・オレンジの主要交易物は，毛皮(ビーハ一皮)だったが，
1686年{ニオノレパニー市として同地がイギリスの行政組織の下に龍かれたと
きには，人口はまだ 500人以下で、しかなかったごしかしそれら植民者は，イ
ロクォイ族主ヲ取引相手として，自分たちが持ち込んだ繊維品・金物・酒類・
そして特に銃と，イロクオイが西方から持ち込んだそれら毛皮類とをナ
交換し，徐々に大型海人の家系なども生じ，オノレパニー市はニューヨーク北
部地帯における主要な地位を占めるようになっていった。その後，毛皮交易
はビーバーの乱獲などから未踏の西方に移っていくが，その他ハドソンJIを
利用した材木・小麦その他の商品の交易においてもオノレパニーの大商人は発
展を続け，1ii4年までに岡市の人口は3千人を趨えた3)。
(2) r栄光ある怠情jとヨーロッパ諸問との戦争
さて，ニューヨーク植民地および後(こ州都となるオノレパニーの発展の大雑
把な概要は以上のようなものだが，クロムウェノレが重荷主義強化のために制
定した 1651年の「航海法J(ふ突は， 1 I食事己J;J、 1二後に「七年戦争jが終結する
li631:ドまでは厳格に実施されることがなかったので，植民地および関連の他
は， r栄光ある怠惰 (Salutaryl'¥eglectl J ~享受していたのであった心。
また，植民地との交易を統制するためにイギリス本関が備えた統治のため
の機構としては，第三次英額戦争の後の 1675 になって初めて，常設的な
委員会 (LordsCommittee of Trade and Plantatiol1slが設置されたが，その後 1696
に，通称 f貿易委員会(Boardof Tradel J (こ改組されて，ようやくある程度
の統制龍力を鍛えるようになったのである。つまり，それ以前の植民地交易
を含むすべての統制は，他のもろもろの職務を扱う枢密既 (PriwCOUl1cIl)の
管轄のーっとされており，その実，実効的な統制は不可能だったのである。
したがって， クロムクェノレが 1651年に「銃海法jそ制定しても， それをナ執
行するための国の機関が未整端であったため，ムューヨークはじめ，諸植民
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地としては， 1栄光ある怠'1育j を享受しえたと考えられる
このように 1763年までは，イギリス本国も植民地に対する統制そかけよ
うと考えたとしても実貿的にそれを実行することに閤難が伴い，それを好い
ことに損民地問では相当翠度の自治権ぞ享受していたc つまり植民地時代末
期のこの時期までには， 13のうち八つの植民地が， の直轄領としての
「王領植民地 (roya]co]ony) Jとなってはいたが，それでも 118佐紀が進むに
つれて住誌の発言力が拡大し， 18世紀中頃には，王者貰植民地においても，
……住民の告治が，かなり広〈認められていたJ6)のである。
このような状況の中で，イギリス本菌が植民地に対してだけでなく，オラ
ンダはじめヨーロッパ諸関に対しても，白調と自密植民地の利益を最大化す
るために，必要な統制をかけるべく，本援を入れようとすると，それら諸問
との簡にさまざまな乳擦がますます生じるようになっていく。そしてそれが
原因で，オランダ以外の国々とも戦争がたびたび起きるようになるが，そこ
にはイギリスの績弐地であるアメリカ各地も巻き込まれていく。それら植弐
地を巻き込んだ戦争の最初のものは，ヨーロッパにおけるスペイン継承戦争
が，機民地では 1702年から 13年まで戦われることになρた「アン女王戦
争jである。 1アン女王戦争jにより植民地においてはイギリスがプランス
ぞ致f)， 1713年の「ユトレヒト条約jにより，イギリスのニューフアンド
ランドおよびニューヨーク植民地ハドソン湾地域の領有が承認されるととも
に，フランスからノヴァスコシアが移設された。また， 1740年オーストリ
ア継承戦争がヨーロツパで戦われると，様民地では「ジェンキンズの耳戦
争jおよび fジョージ王戦争j として， 1739年から 48年まで戦争が行われ
るという状態であった。
(3) イギリス植民地と「六部族連合jとの関保
1702年から 13年の「アン女王戦争」においては，フランスはイギリス
に敢i践を喫したため，その戦後処理としての 1713年「ユトレヒト条約jで
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ニューアアンドランドをイギリスのものと認めたが，それと同時に， rイロ
クオ千六部族連合 (Sixi'¥ations of Iroquoisl Jを構成するそホークはじめ六つ
の先住民族イロクォイ族i)が，イギリス臣民であることをナも承認していた。
しかしプランスは，それまでに先住民族との開に培った友好的な関係から，
依然としていくつかの部族と密接な関需を， rユトレヒト条約j以後も維持
することができ，それら部族の村の中に，フランス人の毛皮商人は滞在する
ことまで認められていた。これに対してイギリス入植民者は，非合法な方法
によって，これら先住部族から西域の土地主?奪取し，彼らをさらに西方へ追
いやるなどしたため，フランス人と比較して，それら部族の仁tでの評判は悪
かったc そのため，イロクォイ族は，イギリス人よりもフランス人から多く
の文化的・指導的影響全受けると同時に，イギリス人よりもフランス人に対
して，より協力的であったことは否定できない8)。
一方，毛皮の取引に関しては，オノレバニ一地域での乱獲によりどーパーの
捕獲数が減少すると，イギリス入植民者は交易の場所をどーパーが生息する
西へ関へと移動していくか，すでに北方の地，セント・ローレンスからオハ
イオJI，そして， ミシシッピ-JIIへと南プiまで揃民地化していたフランスの
領一1:との間で摩擦を子生じるようになっていった。 1749 には，フランス
合員ケベックの総僚は， ドウ・ビヤンヴイノレ大尉(じ叩lainCelcron de Bicnvillcl合
オハイオJI流域に派遣し，アレゲニ一山脈問方の土地の権担な主張するとと
もに，イギリス椋民地人にその土地からの退去をナ要求した9)。もしこの要求
通りにイギリス聞が撤退し，フランスにセント・ローレンス川からオハイオ
JlIに至る一帯を押さえられ，さらにミシシッピ-JIIの沿岸部を，メキシコ湾
岸のニュー・オーリンズまで押さえられることになったとすると， もはやイ
ギリスがそれよりも西のアメリカ大陸に進出することは困難になることが明
白であった。その上{こ， r六部族連合Jからの協力が得られなくなるとする
と，その地域での毛皮等の商取引においてさらに形勢は不利になる。した
がって，イギリス値民地問としては， ここでこれ以上，プランスとの関{系で
弱体化を招くわけにはいかなかったのである c
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このように，イギリスにとって状況が不利に領〈中，イギリス諸植民地側
は， 1751年にニューヨークのジョージ・クリントン総督に，オノレパニーで
「六部族連合j と全植民地との間で協議喜子するべく招集合かけさせたが，マ
サチューセッツ，コネティカットおよびサウス・カロライナしかその招集に
応じなかったため， i六部族連合」に対して，フランスではなくイギリス側
に忠誠心を持つよう求めることぐらいしかできなかった。その後 1753年6
月には，プランス人がオハイオバi流域の占領をさらに拡大すべく境攻してく
るとの情報を得るのとほぼ同時に，いよいよそホークがイギリスと絶縁する
ことを決定しそれまで良好な関捺を象散するものとして千ギリスに対して
付与していた f哲:約の鎖 (Chainof Covcnant) J -t'断つ旨伝達してきたので
あった10)。このような危機的な状況な自の前にして，イギリスは，植民地
問の結束が強弱である現状のままフランスと再箆， しかも六部族の協力なし
に戦うことになっては，到底鰐ち日がないことを理解していた。実際， 1749 
年衰のどヤングイノレ大尉の要求通り，徐々にイギリス毛皮取引商人たちが
退去をァ始めると， 1753年に南部ヴァージニア横畏地から，当時まだ若年の
ジョージ・ワシントン率いる民兵隊が派遣され，同地域主了イギリスのために
しようと試みた。しかし翌年 1754年には，ワシントンはニ震にわたって
プランス筆に破れ，結局，グァージニアに撤退せざるをえないことになった
のである 11)。
これに先立つ， 1753年8月，イギリス本屈のi翠議は，イギリス諸植民地
が外敵と戦うために相互に協力し合うことを認めると詞時に，本国の貿易委
員会は同年ヲ月に，クリントン総督の後任であるオズボーンに対して， i六
部族連合j と会合そ持つように指示した12)0 しかしその時には，諾植民地
は招集されず，オズボーンの後世，ジェイムズ・ドワランシー総督代理に
なってやっと招集のB程が決定され，その詩， f也の植民地にも通知されたの
であった13)。遅まきながら，このような状況になってようやく， 1754年6
月に，いわゆる「オルパニー会議jが開催される運びになったのであるが，
このような経緯で関かれる会議に対して，本国貿易委員会が期待した点は，
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つぎの 3点、であった。すなわち， r描民地i3i台公縮減するために本盟議会の
権限を利用すること，紛争の対象となっている地域〔口オハイオJI治路〕に註
留軍を組織すること，そして，先住民に関する事項 Ondianaffairslを帝国行
政統括の下に霞くことJWであった。
以上要するに，イギリス植民地の中でも毛皮思ヨ!などで先住民族との交易
が盛んであったニューヨーク植民地が，西方へ勢力を伸ばすにあたって，す
でにセント・ローレンスJI流域からオハイオ!日を経てミシシッピーJlIを南方
へと進出していたフランスとの間で争いが起こり，それと時期を同じくして
ヨーロッパにおける戦争がアメリカ棒読地においても陪時にたびたび戦われ
る状況になっていき，イギリス植民地を取り巻く状況は不安定なものである
と同時に，フランスとの関採では，イギリスにとって非常に不利な状況で
あったことが理解される。特にはロクォイ六部族連合Jがフランス怒りの
を見せるに及んで、，交易上の優位性が失われ，さらに進んで，植民地の
いにおいて形勢が不利になることをナ，イギリス諮植民地のいくつかは
恐れた。そこで，何らかの対策を取るべく，イギリス本国の判断念仰ぎ，本
民!の指示に基づいて， 1754年に r;:f )レパニー会議J{" IJ総長することがよう
やく決定されたのである。したがって， rオルパニー会議J招集に至るこの
ような経線からすると， 1776年に，イギリス本閣の霊長官主義政策に反対
し，本田政府に対拭するために，諸植民地が結集することになる「大経会
関龍の経緯とはまったく奥なり，様民地の領域なめぐるフランスとの紛
争において， rイロクオイ六部族連合jのイギリスへの忠誠心を確保し，プ
ランスとの関係で優位性を確保することが， この時点での諮様民地連合形成
の，特に重要な理由であったと考えられる。
それではつぎに，こうして開催されることになった「オルパニー会議jに
おいて， どのようなことが議論され，決定されたのか，その内容を検討して
いこう。
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2. Iオノレパニー・プランj作成の経緯
以上のような経過で， 1754年 6月{こ「オノレパニ が招集されること
になり，カロライナ以北の各植民地，すなわち，マサチューセッツ，ニュー
ハンプシャー，ニューヨーク，ニュージャージー，ペンシノレパニア，メリー
ランド，グァージニア，ロードアイランド，コネティカットの 9謹民地に代
表者の派遣が要語された。しかし，ニュージャージーとグァージニアは，問
時期に南部のインディアンに関する問題を検討するため別の地に集会するこ
とになっており， そちらの会議な罷先するために，オノレパニーへの代表者派
は見合わせた。こうして 7植弐地から全日名の代表者 (commIssIoner)15) 
がオルパニーに集まり，問年6丹19日から，審議に入ることになった。
(1) フランクリンの fショート・ヒンツ (ShortHints 
towards a Scheme示。rじnitingthe Northern Colonies) J 
fオノレパニー会議J(こ参加するこれらの弐表者の中には，ペンシノレパニア
植民地から派遣されたベンジャミン・フランクリンがいた。彼は，植畏地連
会主ケ早急、に構成することに穣極的な推進者の一人で、あり，オノレパニーに赴く
手には，間会議に捉案するために彼が準備してきた fショート・ヒンツjが
あった。そして実際に，この fショート・ヒンツJie基に， r;:;tノレパニー・プラ
ンJは起草されたのである。したがって，フランクリンが用意した「ショー
ト・ヒンツj の内容がどのようなものだったのかについて， まずその概要ぞ
検討し， その後{こ「オノレパニー・プランjの審議の経過とその主主案について
しよう c
fショート・ヒンツjは，形式的には，一般的な法令のように条文が列記さ
れているものではなしむしろ要織のように，描民地の連合構想、lこ関する婆
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点をナ， i語条番尽きE誌にまとめた文書であった。使宜的に， それら箇条書きに番
号を振るとともに，それらをケ概観すると，以下のように， この「ショート・
とンツJ(こは七つの要点が含まれていたことが分かる。
1 総督代表 (aGo、叩
国王による任命であること，軍人で、あること，国王から給与を受ける
こと，連合会議 (GrandC:ounciりのあらゆる法律に対する拒否権合有す
ること，総督代表自身および連合会議が間意することは，なんであれ執
行することができること。
2. 連合会議について
小規模植民地からは l人ずつ，大規模植民地からは，毎年一般会計に
支払う金額に比倒的に， 2名またはそれ以上の〔連合会議〕議員 (mcmω
bcr)を，庶畏i涜(八ssemblvlが選出する。
3 連合会議議員の手当(l切.)について
出席期間につき 1日 シリング，および， (関能地までの〕距離に応
じて旅費を支給する 0
4 開催地および回数について
特別な状況および緊急時にさらに頻繁に開催するのでなければ，1fj:主!三
一回，輸若子制によりそれぞれの綴民地の中心地 (capital)において開
撰する c そのような〔特別に爵能すべき〕状況〔か否か〕については，総督
代表が判断し，文書によって招集する。
5. -殻財務(仇neralT reaSllIγ)について
度の強い酒類への課税，輸入酒への関税， 1器類語供酒場への l免許ご
とに……シリングの課税など。各植民地におし、て徴収し，総督代表およ
び連合会議からの命令によって，財務に納入する。
6. 総督代表および連合会議の職務と権限 (Duれ.and Po¥¥"cr of the Go¥"ernol 
Gcneral and Grand C:ouncillについて
インディアンとの条約すべてを命令するむインディアンとの売買念行
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う。要塞の建築およびその要塞に註屯する兵士への支払い，国境訪翻，
外敵を苦悩させることなどにより，新たな植民 (scttlements)を行い，支
援する。坊衛船舶を?準備し沿岸念守弘貿易を保護し，その抱一般的{こ
植民地の防衛および支援のため，また植民を増加させ拡大する (increasω
ing and extending their settlements)ために必要と盟、われるすべてのこと〔念
行い支援する〕。
支出については，いかなる犠民地の財務の財源に依ることもできる。
I. この連合の構成の仕方 C¥lannerof Forming thisじnion)について
オノレパニー会議の代表者によってまず熟掻，修正，改良 (improv吋)
された草案 (schemc)は，本国に送付され，イギリス議会の制定法〔とい
う形式〕が得られて初めて成立する。 16)
ブランクリンが用意した「ショート・ヒンツj の， これら七つの要点、の中
で，特に注目すべき点は，まず，総督代表がイギリス国王の在命によるもの
であり，かつ拒否権全有する強力な権限を持つこと(1.)，連合会議の代表者
数は植民地の規模に比慨して算出するもので，各植民地平等の原別に基づく
ものではなかったことは.l，連合の職務および権怒として，インディアン関
認を子規律し，国境防衛および謡史地の拡大・発展のための支援をすること
(仕入そして，連合プランの作成の手続として，本閣議会の制定法の形式を
採り，諾槌民地だけの自主的・自発的・独立的な方法は採らないとしていた
こと(i.)であるc 特に本屈との関係に関する最後の要点について， I彼ら
は，英米関係を，厳正な従属の下で;構築することも，また〔植民地の〕自治の
下に構築することもせず，成熟しつつある植民地社会と，それが属する大西
洋対岸の〔イギリス〕子f国 (thetransatlantic cmpirけとの簡におけるパートナー
シップとしてJ1i)これを構築しようとするものであったと潔解できる。つま
り， Iショート・ヒンツjにおいてブランクリンは，今屈の連合案作成を，本
国との関係ぞ断ち切り，独立独歩の道を歩み始めるための椴民地連合構築と
いう作業ではなく，純粋に植民地訪露L それに基づく植民地の拡大と発展
179 
のためのものであり，それゆえ，イギリス帝面全体もその連合から経済的あ
るいは政治的恩恵を得ることになるから，イギリス本国にとっても，重大な
関心事でなければならないことをお千ギリス議会にも理解させ，大西洋両岸
のパートナーシップの下に，イギリス帝詞として，槌民地が置かれた現在の
苦境を乗り越えるために， iオノレパニー・プランjを作成しようとしているこ
とを，最大限アピーノレしていたのである c
(2) rショート・ヒンツ」の審議と fオノレパニー・
プランJ作成の経緯
1) 6月 198-6月24日:rオルパニー会議jの盲譲
つぎに， このような性格喜子有する「ショート・ヒンツJが， その後， iオノレ
パニー会議jにおいて， どのように扱われ，審議の上でどのような変化がも
たらされたのかを，時間の流れに従って検証していくことで，同会議に
まった諸植弐地の代表者たちが連合についてどのような考えを持っていたの
か，検討していこう
1754年 6月 19El に審議 I~I 体は始まったが， であるニューヨーク総督
代壊のドウランシー (Del.ancvlは， iイログオイ六部族連合j との問で問題
となっている事柄を整理し，一亥uも早い紛争解決を図るために，前年 9月
18日付で本医!の貿易委員会から受け取った書状18)を読み上げることから始
めた。この書i犬において貿易委員会は， 1748年の fジョージ王戦争jでの
モホークはじめイロクォイ族の活躍と貢献に対し，ニューヨーク植民地が十
分に報いることど怠仇また，その後も，毎年のようにイロクォイ族は，そ
のことだけでなし植民者によるイロクォイ族のこと地の収奪に隠しでも苦'罷
の取し立てを行ってきたにもかかわらず，適切な対処をとることなく放置し
てきたことについて，強く糾弾していた19) そして，ニューヨーク植民地
が彼らと友好関保守維持することは，本国にとっても重嬰な意味ぞ有するた
め，王子ー急、に贈り物をするなど，必要と忠、われることすべてを彼らに対して行
180 
オノレパニー ・プランの合衆湿慾法体制形成における;密議
うことを強〈推奨するとともに，土地に関する問題がi議後発生しないように
するため，イロクォイ族からの土地の買収については，それまでのように各
植民地が個却に行うことぞやめ， rイギリス関王の名において，一つの一般
条約の中で (inone general treat}') J 行うべきであるとした加。
会議の冒頭で，この害状を読み上げることによってドウランシー総督代理
は，事態の改善を図るための基本的な姿勢と方向とを確認したっそして，イ
ロクオイ族にその方針で対処するために，イロクオイ族をオノレパニー会議に
招待し，彼らに対して行うべき演説を準備するために，委員会を構成したの
であった21)合こうしてその演説の原稿七 6月22日{こ完成させると，週明
けの 6月24臼月曜日から，植民地連合についての議論が開始されたま
ず，各植畏地 l名を?選出して委員会主?構成し，そこで連合案を準備の後，会
それを審議するという手続が決定されたc その委員会の中には，ペンシ
ルパニア植民地の代表としてベンジャミン・ブランクリンがいたことは言う
までもない23)。
2) 6，Ej訪日-7月10日:rオルバニー・プランjの審議開始と進渓
ニューヨーク模民地に関する公式記録 (J)OClII1lCIltSRclatIl'e to t/Je CO/011ia/ His-
10り，of t/Je State of Nelバ'ork)においては，その後， 6月28白金曜日{こ，初めて
ブランクリンの fショート・ヒンツjの複裂が各植民地代表のために作られ
ることになったとされている。つまり， 6丹24日に植民地連合に関する原
案作成のための委員会~欝成したものの，その後 6 月 25 呂から 27 日まで
は， 6月22Bに完成したイロクォイ六部族に対する演説原稿に関する
がさらに繰り返され，ようやく 27日に最終的な演説原語案の読み上げと最
終確認、，そして全会一致で承認の議決が行われているしたがってこの
間，委員会においても綾民地連合案lこ関する審議は進んでいなかったc
6丹訪日土曜日の審議では，六部族の一部であるリバー・インディアン
(River・Indi乱l叫がオノレパニーの町にすでに弼着していることについて，いか
に対処するかについて議論がなされた。そのため，連会議については，
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の議論がなされたのみで，継続審議となっている目。そして，この呂のう
ちに， リパー・インディアン以外の六部族もオノレパニーに到着したので，オ
ノレパニー会議は準備した演説を，六音j)挟に対して早速行った26)。
六部族との関係を修復するための模索が以上のように行われる中，問時並
行的に，植民地連合案についても徐々に行われていた。 7月2日火曜日に，
f植民地連合案は，イギリス議会法によって制定されるべく， (手続を〕進行
すべきか否かについて問われ，賛同されたj と記録されているしたがっ
て，ブランクリンの「ショート・ヒンツJの最終項尽にあった通り，領民地
連合案がこのオノレパニー会議において可決された持点で，手続として正式
に，その草案は本国議会に送付され，そこでの承認が求められることに決定
されたのである。
この日のそれ以外の議事としては， 6月29自土曜日の漬説に対する返答
が，六部族連合の方からなされている。その後も，それに対する返答のため
の演説の準備と演説の実施，さらにそれに対する六部族からの演説などが連
日続いた。
これら一連の演説の内容は，後に髄民地連合形成との関連で重要性を有す
ることになるので，ここで概観しておくっつまり，鑓民地例!としての演説
は，六日li族連合との関需を修毎し，新たなものとするために話し合いたいと
いうものであった。すなわち， i私たちは，厳粛に古代の誓約の鎖 (Co¥'cnant
Chain)を新たに輝かせ強くする。そして，それが不可侵であり錆びっくこ
とがないよう維持することを約する。私たちはあなた方が河様に確約し保障
することを期待するj加と。
それに対する六部族連合のインディアンたちの演説は，自分たちが先の
ニューヨーク総督クリントンから適切な扱いをされなかったために憤りを感
じており，関係修誼の条件として，そのようなことが繰り返されることがな
いこと，そして，自分たちの土地を不当な方法で収奪することがないことをナ
約束するよう，植民地慨に対して求めている。 i(現総督代理ドウランシーに
対して〕あなたは新しい総督であるから，私たちを?丁寧に扱うことを懇請す
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る。前の総督〔ヱヱクリントン〕のように，私たちに背を向U'，取引を終了させ
る機会のないまま去っていってしまうことがないように。……というのは，
この場に対して，私たちの苦靖が題き入れられ，その原i還が取り除かれるこ
とを?期待しているからだ。そして私たちは，良き友人としてここを離れるこ
とができるように，すべての泰樹が解決されることを望んでいる。……それ
は，荘、たちの土地についてである。……私たちは，それが考慮され，私たち
に絶大な満足が与えられ，あなた方が私たちに友憶を有することをナ納得させ
ることを望むJ29)と。それに対して， ドウランシーは真剣に考癒することを
約する。
さらにその後，土地以外の開題，つまりフランス側に歩み寄った理由につ
いて，六部族連合の側からの説明がなされた。「昨年の夏……私たちは苦暗
号7述べにニューヨークに赴いた。その折，私たちは誓約の鎖が壊されたと感
じた。なぜなら，私たちは無視されたからである。そして，あなた方がその
義務そ無視したとき，フランス人はそれを利用した。〔当時のクリントン〕総
習は六部族に背を向けたようだったc しかしプランス人はでLきる自主りのこと
そして私たちを彼らに引き寄せたJ30)と。その後，さらに話し合いは続き，
長年イロクオ千六部族が取引をしてきたウィリアム・ジョンソン大佐が，彼
とニューヨークのインディアン委員会(IndianCommission) との関係がうま
くいかなくなったことから， 3年前にイギリス本聞に帰任することになった
ときに，クリントン総督がその開題を適切に処寵しなかったことへの不満に
る。すなわち， r 3年前，ジョンソン大佐がインディアンの事項を扱う仕
ぞ辞することになったとき，私たちは大きな不i誌を子持った。持の総脅〔ク
リントン〕は，彼を継続させる権限は自分にはないが，ニューヨーク植民地
(Counci]) と相談の上，イギリスに渡り，ジョンソン大佐がインディア
ンの事柄を扱うべきであるとするわれわれの希望を国王に奏上し，新しい総
督は彼を復職させる権限を持つようにすると約束した。……私たちすべては
〔ジョンソン大佐が千ンディアンの事項を扱っていた関〕幸せに生活してい
たむ伎を愛していたし彼も私たちを愛していた。彼は常{こ私たちの良きそし
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て信頼できる友人で、あったo (ところが〕クリントン総督が由王に奏上すると
約束した，ジョンソン大佐に関する私たちの希望は，海に沈められた。〔し
たがって〕当地の火は消ちれたのだJ31)と。
この不満に対する対処方法がオノレパニー会議におし、て考慮され，準備され
た読説が 7月3日に行われたc ドウランシーは，先の総督の落ち度を率直に
認め謝苦手する。「そのような無視があなたたちに示ちれたことを大変申し訳
なく思う。そして，そのようなことは今後起こらないこと，またあなたたち
とイギリス罰王の槌畏地との簡にいかなる誤解も生じないことを望む。あな
たたちは，私たちの古き堅実な友人であり，これまで，あなたたちを拒否す
るような考えが一時も私たちの心に起こったことは決してないと確約する。
私たちの心はあなたたちには温かし私たちの心はあなたたちに喜んで会い
〔あなたたちに〕関かれている。誓約が新たにされ，鎖が輝き，炎は鮮明に燃
えている。すべてのことが両者にとって将来にわたって{突いものであること
を私たちは望むJ32) e.0 さらにこのような話し合いと演説の繰り返しを
て， I誓約の鎮jはようやく更新ちれ，六部族連合のイギリスに対する忠誠
を内総認することが可能となった
さて，植民地連合楽に関しては， 7J=l4日本曜日の午前と午後に議論はさ
れたものの，明確な決議には至っていない。午前の部の記録には， r議論さ
れたが，最終的に何も決定されなかったJ3，))とあり，また午後の部の記録に
は， rさらに連合案について考察されたが，それについて何ら決議はされな
かったj と記載されており，遅々として進展していない目。
その後，最終日前臼の 7月9日火曜日の最後になってようやく， r連合案
は議論され，賛同された。そして， プランクリン氏がその芝草案 (draughtlを
作成するよう求められたJ36)ので，翌7月間臼に草案を提示する運びとなっ
たっその 7丹10日水曜日の午前に，プランクリンは，前告の決議に基づき
草案を準備し，会議に付した。そして， r段落ごとに読み上げられ， (議論さ
れ， )さらなる考察がその自の午後に委ねられたのであった。そして， 7 
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月10日午後の会議で，その最終草案が議決されると階特に，
れの植民地議会において審議することが決定された3針。
(3) Iオノレパニー・プランJ(植民地連合草案)
はそれぞ
1754年 7月 10日水曜日にオノレパニー会議において議決された f;tノレパ
ニー・プランjの内容は， ブランクリンの fショート・ヒンツJな土台にして
作成されたものである G それでは，実際に議決された fオノレパニー・プラ
ンjの内容を確認し，先述の「ショート・ヒンツj との相違ぞ検証しておこ
うc 公式の議事録によると，以下の文書が， fオノレパニー・プランj として，
各植民地に囲柱。ちれた問。(ただし使主主上，若手予きを?括弧ミ!?き[J (こて1すすσ)
マサチューセッツ湾，ニューハンプシャー，コネティカット，ロードア
イランl"，ニューヨーク，ニュージャーシー，ペンシノレパニア，メリー
ランド， グァージニア，ノース・カロライナ，サウス・カロライナ諸主査長
地の栢の防衛および安全保障のため，ならびに，北アメリカにおける
イギリス横長拡大のための連合案
( 1 J イギリス議会の法律制定を奏上し，上記各植民地のすべてをナ告合す
る一つの連合政府 (GeneralGovernment)を，以下のようにアメリカに組
るc ただし，その連合政府の下にあって，各績民地は，その法諌に
より特に変更をケ規定される場合を諮いては，現在その有する統治機構
(constitutions)をそのまま維持するものとする。
( 2 J 連合政府は，国王により任命されかっ給与を受ける 1名の連合総督
(President General)と，各植民地人民の代表者により，それぞれの横民地
において選出される一つの連合会議 (GrandCouncil)によって運営
されるものとする。
( 3 J その法律が可決されてから， * *カ月以内に，諾植民地議会は，そ
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の時点で開催されている議会において，または，特にその目的のために
招集された議会において，下記の比率によって，連合会議の議員を選出
しうるし，選出せねばならない。つまり，
マサチューセッツ ì~…7，ニューハンプシャー…乙コネテイカット…
丸ロードアイランド…2，ニュー ヨー ク・・・4，ニュージャージー"'3，ぺ
ンシノレパニア・・・6，メリー ランド・・・4，グァージニア"'7，ノース・カロラ
イナ…七サクス・カロライナ…4 合計48
[ 4 J 彼ら〔口連合会議議録〕は，連合総替が任命され次第， その招集によ
り，現時点においてはペンシノレパニア植民地のブイラデノレアイア市にお
いて，会合する。
[ 5 J 連合会議議員の改選は， 3年ごとに行われなければならない。いか
なる議員も，死亡または辞職したときは，その代表する植民地の議会の
次会期において新しく選出された者によって補完されなければならな
し、c
[ 6 J 最初の 3年後，各様民地より連合政府の財政(伐neralTre品sury)へ
提供されるべき金額の比率が判明した後は，その後行われる選挙におい
ては，各植民地より選出される議員数は，この金額の比率に応じて規定
されるべきものとする(ただし，一つの槌民地より選出される員数
は， 7 名な超え，または 2 名~下関つてはならない。)
[7) 連合会議は毎年 l回，あるいは必要であればそれ以上，前田の会議
において定めた時期と場所において，会合するものとする。または，緊
急時においては，連合総督が，ます、書 lliîで 7 名の連合会議議員の同意~
得て，その後，適切な時機(こ (dL淀川1dtimeh')全議員に通知を発して，
招集するとした時期と場所において，会合するものとする。
[ 8 J 連合会議はその議長を選出する権限喜子持ち，また，自己の同意ある
いは国王の特加の命令なくしては，解散し，停会し，または，一時に 6
遊間以上会議を続行しではならない。
[ 9 J 連合会議の議員は，その奉仕に対して，会期中，または，関能場所
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までおよび潤{臨場所からの旅行は 1日20マイノレで計算し， 1日当たり
10シリング・スターリング (shillingssterling)を給されるものとする。
(10] 連合会議の法律にはすべて連合総督の同意:ιo、要とし，それらの法
律を執行に移すことは，連合総督の職務であり義務である。
(11] 連合総督は，諸植民地の一般的利益または福祉に関保する，イン
ディアンとの条約すべてについて，連合会議の効設を?得て締結または指
揮し，また，インディアン諸部族(IndianNatioω との講和および宣戦
を行う。連合総督および連合会議〔以下，納こ i密会長女!釦〕は，インディ
アンとのあらゆる交易(IndianTradりを規制するために必要と判断する
法律を制定する。連合政府は， (現在)特定の植民地の領域内にない土
地，または，将来都合のよい適切な範囲に縮小 (1吋 ucedto morεCOI1VCI1-
ient dimcnsiol1s)された場合に特定の植民地の領域内にないであろう土地
合，由主のためにインディアンより購入する。 連合政府は，これら購入
地合(国王の名において)移住者に払い下げ，新植民地 (newsettle-
ments) を設立する。ただし，連合政府の一般財致の用度に充てるた
め，国王への免役税 (Quitrent)を留保する。
(12] 遮合政府は，国王がこれら新植民地に一定の政Ilすを構成することを?
適切と考えるときまで，それら植民地を規制し統治するための法律令制
定する c
[13] 連合政府は，いかなる極民地の防衛のためであっても，兵士を募集
し給与し，要議~建築し，また，沿岸を?訪苦詳し，海上，湖上，大河上の
通路~保護するために，武装船を準備する。ただし，いかなる植民地に
おいても人員を強制徴募する (impressmen) ことは，その様民地議会の
向窓なしにすることはできない。これらの目的を達成するために，連合
政府は，法律を制定し，諸説 (ge山ぱ正h凶es，imposts or taxes)を賦課徴収
する権限を有する。これらの諸税は，植民地の住民の能力および他の諸
状況をケ考慮して最も平等かつ公平であると考えられるものでなければな
らない。また，その撤収は，人民にできる限り不便をきたさないよう，
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つまり産業に不必要な負担そ課することなし者惨を抑制するようにな
されるものとする。一一連合政府は， 1名の連合財務長官 (GeneralTrふ1
surer・)を任命し，また，必要に感じて各植民地に特別財務官(Particular 
Treasurer)を任命することができ，時に応じて各植民地政府の財政か
ら，連合政府の財政へ金員を納甘させることができ，または最も適切な
仕方で，特別の支払いに充てるために各植民地政府の財政から支出させ
ることができる。しかし，貨幣の発行は，特定の目的のために金額が計
上され，連合総費が予め法律によってそのような金員を引き出すことを
授権されている場合を除いては，連合総督と連合会議の共掲の命令によ
るのでなければ，することはできない。
[14J 連合政府の会計は，年ごとに決算され，諸植民地に報告されなけれ
ばならない。
[l5J 連合総督と共に決定権を持ちうる連合議会の定足数は， 25名とす
る。ただし，その中には過半数の植民地より 1名以上の出席がなければ
ならない。上記諮問的のために連合政府によって制定された法律は，イ
ギリス法 (Lawsof England) と矛盾することなくできる限り適合的でなけ
ればならず， [連合政府において〕制定後できるだけ速やかに把密院
(King in Counciりから添認を得るべく，送付されなければならない。そ
の提出後3年以内に不承認とならない摂k 有効なものとするむ
[l6J 連合総督死亡の場合は，連合会議議長が暫時継承し，罰王の御意が
知らされるまでの閤，同様の権限と権威を付与されるものとする。
[17] 陸上海上の職務の如何を関わず，武官 O¥lilitaryCommission 0自cers)
はすべて，この一般憲法 (thisGeneral Constitution)の下に行動し，連合
総督によって託命されなければならない。ただい連合会議の承認は，
彼らが辞令 (Commission)'a:'受け取る前に得られているものとする。文
民 (CivilOfficers)はすべて，職務を開始する前に連合総替の承認を:'1尋，
連合会議により託命されなければならない。いかなる文民，武官も，死
亡または罷免による欠員の場合には，その欠員が生じた植民地総督は，
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連合総督および連合会議の意思が知ら注れるまでの関， (適宜〕任命する
ことができる。一一…各植民地のそれぞれの軍事的ならびに民生上の制度
は，この憲法にかかわらず，現状を綾持する c また，いかなる様民地も
緊急事態においては自己防衛し，そのために生じた費用を，連合総督と
連合会議に対して申請することができる c (連合総督と連合会議は，Jそ
の費用が正当で合理的であると判断する現りにおいて，その支出を容認
し〔支出するよう〕命令することができる。
の冒頭である 6丹四日にブランクリンが提出した fショート・ヒン
ツjは，七つの要点を有するのみであったのに対し，会議の最終日である 7
月 10Bに完成した fオノレパニー・プランj最終草案は， liカ条から成り
立っているという形式的な事実から考えても，この 1カ月間の議論によっ
て，植民地連合案は根当に完成度念上げたということが推潤できる c した
がってつぎに，褐者の揺違点を検討することで，最終草案がどのような性格
営手ぎするものであったのかを確認し， その後lこ， この fオノレパニー・プラ
ンjがどのような取り扱いを受けたのかについて，見ていこう。
(4) iショート・ヒンツjとfオノレパニー・プランJの相違
fショート・ヒンツj と「オノレパニー・プランjの両者の違いに関して，以
下，執行権の担い手である連合総督の権眼について，つぎに立法権の担い手
である連合会議の権摂について，そして，掻民地連合とイギリス本国との関
係について考察する。
第一に，植畏地連合政府の行政機関である連合総督の権限に関して，最終
草案ではどのような規定になったのだろうか。まず名称について， Iショー
ト・ヒンツJにおいては「総督代表(Governor-Ge問 ral)Jであったが， Iオノレ
パニー・プランjでは「連合総督 (PresidentGeneral) Jという名称に霞き換え
られている。また， Iショート・ヒンツjで{主主事人で‘あることが総督代表の要
18ヲ
件であったが，最終草案ではそれがミ剖られ，国王の任命と給与受給を認める
部分が残された。つまり文民であることを排隷しないことにしたのである。
これは，連合総督が有することになるその権援の強大化に起因するものであ
るから，ついで権思に関する規定合概観する。
「ショート・ヒンツjにおいて総督代表の権限は，第 l境目と第6項尽にお
いて規定されていた。第 1項目では， r連合会議のあらゆる法律に対する拒
否権」と f連合会議が伺意することはなんであれ執行するj広範な権限が認
められていたが，第 6項目ではより具体的に， rインディアンとの条約Jrイ
ンディアンとの売買Jr要塞の建築j等，および， r国境防衛Jr新たな植
民j支設などが規定されていた。
~jJ， rオノレパニー ・プランjでは，連合総督が手ぎするのは法律 f拒否権j
ではなし法律への同意権 [10Jとされると同時に，インディアンとの条約
締結 [11)についても，基本的には「ショート・ヒンツJと同様に認めるが，
f連合会議の助蓄を得j ることが明確に条件とされた (1110 また， rショー
ト・ヒンツjになかった権隈として， r講和および宣戦を行うj権眼が，やは
り f迎合会議の助言jの下に，連合総督に認められた (11)。これは当時の外
敵に対する防衛の必要性に伴う権限として，新たに述合総宵に設定されたも
のである。それ以外には，連合会議との競合的権限として， rインディアン
とのあらゆる交易jぞ規制する法律制定権，インディアンからの土地購入権
および新植民地設立の権限を向条項で認める。さらに， rオノレパニー ・プラ
ン」における新規の連合総資の権眼として，武装船の準鍛をする権限，植民
地議会の同意合条件に強制徴募の権限合付与されている (13)cまたこれに関
連する法律制定，諸説斌諜徴収をする権限，それに関連する連合財務長官の
任命権が認められている (13)。また，連合会議のt召集に関して，通常の会議
は毎年一度，ほぼ自動的に開催されるが，緊急時には連合総督が招集権を有
することが規定されている(i J。ただし，i名の連合会議議員の脅崩による
同意がまず必要である。
ミれら規定そ概観すると， rショート・ヒンツJでは会督代表j に認められ
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ていたのは，立法拒否権を含む，執行に関する包話的権限であったが， iオ
ノレバニー ・プランJにおいては， それらを精査した上で，連合会議との競合
的権限とすることで，または，その間意取得を条件とすることで，ほとんど
すべての権限について，単独で、執行することができないよう，詳揺にわたっ
て規定されるようになっていることが理解できょう。特に，各植民地議会と
の権限バランスに関しては， iショート・ヒンツjにおいて触れられていな
かった文言が「オノレパニー・プランJの[1 )および最終条項[li)に盛り込ま
れている c すなわち， i各植誌地lま， その{ヱヱ迎合政府の〕法律により特に変
更を規定される場合全除いては，現在その手ぎする統治機構をそのまま維持す
るものとする [1LJさらに， i各線民地のそれぞれの軍事的ならびに民生上
の制度は， この慾法にかかわらず，現状を維持する。また，いかなる植民地
も緊急事態においては自己防衛jひi]することができると c つまり，各植民
地の自治的な統治権限七可能な限札従来週り保欝する規定を置いたので
ある。
ーに，連合致時の立法時である連合会議の構成および権現について，
「ショート・ヒンツjおよび fオノレパニー ・プランJを詑較してみよう。
まず連合会議の構成に関して， iショート・ヒンツj第2項自では，植民地
の規模および拠出金額に応じて，小規模植民地は l名の議員を選出し，大規
模楠畏地は拠出金支払額に比例的に 2名以上の議員を選出するものとしてい
たが， iオノレパニー・プランjでは， その時点での植民地の規撲に応じて， 2 
名から 7名の議員数を明確に定めているけ)。また，議員の改選について，
「ショート・ヒンツjでは触れられていなかったが， iオノレパニー・プランjで
は明確にされた。すなわち，議員の改選は3年ごとと明示したけ〕。また，
「ショート・ヒンツj の第4項目で空欄にされていた会議の由数が， iオノレパ
ニー・プランjで毎年 l回以上と明示され[iJ，さらに開条文は，緊急時に
対J0するための連合会議の開擢について， 7名の議員の書面による時意が
必要で、あるとすることにより，連合総督の詔集権について制限する権限を
認めたc
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つぎに構成上の項呂以外の連合会議の権限に関して，連合総替のインデイ
アンとの条約締結権および「講和と宣戦布告Jへの助言権合有し，また，イ
ンディアンとの交易に関して連合総資と共同で規制する権限な持ち，イン
ディアンからの土地購入についても，連合総督と共荷で購買権を持つことに
なった(11]0 さらに，兵士の募集や武装船の準備保有，また強制徴募につい
ては各議民地議会の凋意のよでできるなど，条件が付くものもあるが，多く
の権限を連合総督と共同で有することになった。さらに，諸税を賦諜徴収す
る権限も共同で持ち，連合財務長官，特別財務官の任命権も共同で有するも
のとされた [13)。
に， rショート・ヒンツ」においては言及されていなかった，イギリス
本国に対する記慮について「オノレパニー・プラン」は規定を置いているの
で，それぞ確認しよう。諸撞民地が連合して統治するという f上記諸目的の
ために連合政府によって制定された法律は，イギリス法と矛盾することなく
できる限り適合的でなければならず，制定後できるだけ速やかに枢密院から
承認を得るべく，送付されなければならないJ[15)と定め，本田の承認に
よって植民地統治念行うという，従来からの方式について変更はまったくな
いことを明確に確認している。
以上のように， rオノレパニー・プランjは， rショート・ヒンツjの基本的な
枠組みを維持しつつ，詳縮に兵体化を行ったものであったc さらに，諸積民
地に対しては，それぞれがそれまでに有してきた自治的な統治権限を，でき
るだけ損なうことがないよう注意を払い，受け入れられやすくなるように工
夫をしている。たとえば，強制数募に関する条文[13)にあったように，連
合政府は，強制徴募を行う植民地の 2憾民地議会の同意喜子得なければならない
という条件全付し，各様民地に対する特溺の配慮、宏明文で盛り込んでいる。
それと向時に，他方では，イギリス本国に対しでも特別な記慮、ぞ欠かさず，
受け入れられるように努めている。たとえば，連合総督の時意に基づく連合
会議の立法権について，第一に，植民地の法律案がイギリス本国法に矛膚せ
ず適合的であることを条件とし，イギリス本国法の優越性を明文で承認する
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とともに，第二{こ，法律案が成立するための手続的要件として，本国把密読
の承認を課して，植民地連合致府の単独立法権を明文で否定しているのであ
る(l5)。
このように， iオノレパニー・プランjは， ブランクリンの「ショート・ヒン
ツj を内容的な土台にしつつ，内なる諾植民地{こ対しでも，さらに外なるイ
ギリス本国に対しでも，受け入れられやすいものとするために，組心の注意
を払って，植民地自治と本盟議会の至高性を致損せず保持するための授定ぞ
譲り込んで、完成したのであった。
それではつぎに， この「オノレパニー・プランjがその後どのように取り扱
われたのかについて，観観していこう c
3. Iオノレパニー・プランjの結末
li54年 7丹10日lニオノレパニー会議において議決された植誌地連合最終草
「オノレパニー・プランJが効力念発するためには，イギリス本国範幸吉設に
おいてイギリス法として承認されなければならなかった。そして，イギリス
本国に送付する前提として，その草案が会植民地によってではないにせよ，
相当数の撞民地によってそのことが間意されている必要があった。そして各
種良地が間窓する手続としては，各植民地議会に最終草案が治され，そこで
草案の中身が審議され，承認されなければならなかった。そこで，各植民地
lこ，審議のために草案が間付される運びとなったのである。以下，各植民地
で最終草案をいかに扱ったのか，その援略な示していこう 40)。
(1 ) 各植民地における審議
① ペンシルバニア櫨民地
fオノレパニー・プランj最終草案が議決された約 1カ月後の li54年8月7
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EIにペンシノレパニア総督のジコニイムズ・ハミルトンは，同議会上下両院に対
して[オノレパニー・プランj最終草案を審議にかけたc フランクリンが代表
としてオノレパニー会議に出席していたペンシルパニア議会においてさえ，審
議は否定的な方向へと導かれた。特にその要閣として大きかったのは，フラ
ンクリンと共にペンシノレパニアの代表としてオノレパニー会議に出席したアイ
ザック・ノリスが，ペンシノレパニア植民地議会においては，賛成の議論を強
〈展開せず， また，関様にオノレパニー会議の代表であったジョン・ぺンも強
〈賛成の意思を表さなかったことである制。
② コネティカット植民地
コネティカット植民地議会は，間年の 10月に開催されると直ちに， iオノレ
パニー・プランj最終草案検討のための委員会合構成したc 問委員会はすぐ
に検討し，同慕案を否決するべきとの結論を出した。否決の理由は，以下の
2点である。第一に，同草案は，連合総督および連合会議に対して，権限そ
与えすぎていること。特に，同草案が連合政府に，すべての軍人を{壬命する
権限を与えている点は，イギリス国王の大権を侵害するものであると非難し
たG 第二に， I可草案は，連合致府に無制限の課税権を認めていること。それ
が，コネティカットに特許状で認められている特権を るものであると
して批判したc こうして fオノレパニー・プランj を否決したこの委員会案
は，同年 10月2自にコネティカット植民地議会日誌に院出され，向上院
は，直ちにこれを承認した。 ただし， 上院は，Ji (こ fオノレパニー・プランj
を拒否するというのではなしその中の修正すべき点を以ドのように指摘し
た。まず，イギリス閤王が適当な人物を任命し，インディアン問題を取り扱
わせ，また，インデイアンとの交易合規制させること，また，インディアン
との交易によって得られた利益は西部の開拓前線における要塞の建設に充て
ること，さらに，国王は，槌民地が容易に購入できる開拓地を植民地に購入
させ，そこに開拓者を定住させるよう促進，支読すること，そして，そうす
ることによって，インディアンからの忠誠を得ると詞時にプランスに対抗す
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ることも可能になる，と4:)。こうして上設が拒否すると，下院もすぐに「オ
ノレパニー・プランj最終草案を拒否した。コネティカット植民地議会が，さら
に徹鹿してこれな拒恋していたことは，その後，植民地総督ブイツチ (Fitch)
をして，イギリスにおけるコネティカット代理ノtー トリッジ (Partridge)に，
イギリス叡密読に送{すされてきた[オノレパニー・プランjが承認されないよ
う，反対活動守するように命じさせたことからも怒解できる
③ ニュージャージー植渓地
ニュージャージー植畏地は，オノレパニ に代表守派遣していなかった
が，ベノレシャー(Belcher)総習は 10月3自に， rオノレパニー・プランJ1e植民
地議会の審議に{すした。ベノレシャーと降様に先入観なく向プランな検討した
下院は，植民地連合の必要性について認識するには至ったが，その連合の構
想として， rオノレパニー・プランjでは，ニュージャージーの統治体制の様幹
しかむないとして，イギリス本間への送付を見送るべきだと判断し
た。一方，上院にOllllCiD(ま，下i涜よりも好意的であったc というのも，
は， rオノレパニー・プランJ(こ基づいて行われるいかなる植民地の行為も，単
{こ，イギリス国王とイギリス議会に対する観j告 (recommendation)に過ぎな
いと理解し， したがって問プランに定められた鎚民地連合総督および連合会
議に加えて，各植民地議会上院が選出する第三の機関を設翠して，イギリス
本患の出玉大権をさらに手厚く保障しようと提案までしたからである
③ マサチューセッツ植渓地
以上のようにニュージャージーは，イギリス盟主の大権を擁護するために
「オノレパニー ・プランjの審議喜子見送ろうとしたが，マサチューセッツ植民地
においては，少々異なる理由によって，本国議会の行動な遅延させようとし
た。向植民地議会は， 10月 22日に上下両読合同委員会喜子設置し， rオノレパ
ニー・プランjの最終主草案を検討させることそ決定し， 10月25日から 11月
のほぼすべてが検討に充てられたc 持委員会は 12月4日に上演宛てにその
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検討の報告を提出した。それによると， Iオノレパニー・プランJのように広範
閤にわたる連合を形成しようとすると，特に戦費に関して，これまでのよう
にマサチューセッツに過剰な負担が生じる危険があり，このままでは不都合
であるということであった。そして，イギリスの詞植民地代理ボラン(BO!-
!an)に対して，本国議会が「オノレパニー・プランj に関して伺かを進めよう
とすることそ全力で阻止するように，マサチューセッツ議会は指示するべき
であると問委員会は勧告したのである。このように，陪植民地の議論は，連
合経織を?作ることそのものに対する反対ではなしそこで生ずるさまざまな
経費，特にフランス軍との戦費や要塞の建設などの防待費用を， ことさらに
同植畏地が負担することになるのは好ましくないので，各植民地に比例的に
負ifさせる良い方法を確実にすることが，まず重要であり，当面は本国で
「オノレパニー・プラン」制定の話を進めることは待たせて， その間に良い案全
作ろうというものであったc
そこで，そのような代替案を作成することを託された委員会は， 12丹 11
EIまでに涼案ぞ作り上げた Iイギリス五植民地連合政府 (TheGrand COllrt of 
thc livc llnited British Co!on凶 )J と題するこの連合案は，連合の骨格となる基
本部分は「オノレパニー・プランj と同様で、あるが，ニューイングランドと
ニューヨークの合計五つの績弐地という限られた範間での連合構想、であっ
た。そして，その連合政府は， 1人の連合総督と各植民地下院によって選出
された 21名の議員からなる連合会議 (Gr立凶 Councillによって講成されると
していた。議員 21名の割り当ても，ニューハンプシャーが 1名多く苦手jり当
てられる以外，他の四つの植民地の議員数は， Iオノレパニー・プランJ(こ示さ
れていた数と陣じであった。この連合致府の権限として fオノレパニー ・プラ
ンjでは認められていたが，この連合案では認、められていなかったのは，イ
ロクオイ部族から土地を購入し，新たな植民を行うことであった。さらに，
この案の最大の椙違点は，この連合は時限立法であり， 6年間という期限付
きでしか認められていなかった点である。
ところが， 12月14日に「オノレパニー・プランj最終草案を拒否したマサ
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チューセッツ植民地議会下院は，先述， rイギリス五植民地連合政府案j を
審議し，これもまた拒否した。下院は，そのような眠定的な五極民地連合案
ではなしより一般的で広範な連合合期待したのである。 12丹 19日{こ上院
もその方向で悶意し，新たな委員会喜子構成し新たな連合案を作成させた。そ
して，この新たな第ニ連合案を，詞委員会は 12丹訪日に議会に提示したc
この第二連合案では，まず，連合の会合は一時的な防衛の必要性に忠ヒて潤
されるのみとされた。また，第一案と陪様にイロクオイ族から土地主?繕入
しそこへ様民を行い，最終的に新植民地を建設する権摂は，連合政府には言語
愛され，インディアンとの交易については，連合政府に管理権限が認められ
ず，簡別の綴民地lこ委ねられたっさらに開題だったのは，綴畏地連合の法令
案~，最終的な承認のためにイギリス本国に送付する必要性が認められてい
なかったことである。つまり， rオルパニー・プランj最終草案および先述の
最初の委員会案よりもさらに，イギリス本!翠の盟玉大擦に対する配惑を欠く
ものだったのである。 地方で，第二連合案は，議民地の人々に対する産接的
な権眼を連合政府が持つものとし，各植民地が自様民地の人に対して有する
権設を制限しようとしていたお)。このような第二連合議は，翌 1755年1月
17 EIにボストンで開催された自由市民の集会であるタウン・ミーティングに
おいて， rオノレパニー・プラン」最終草案と共に議題に上った。そして，タワ
ン・ミーティングはいずれの案も， r人々の自由と特権ぞ危険にさらすj こと
になるとして否決してしまったのである。これぞ受けて，マサチューセッツ
植民地議会は，それ以上いかなる連合案そも推進していくことは密難とや!J!析
し fオノレパニー・プランj最終草案も， rイギリス五犠畏地連合政府案j
も，そして，第二連合案も断念せざるをナえなくなったのである制。
⑤ メリーランド緩民地
メリーランド、横民地において「オノレパニー・プラン」最柊草案は， 1755年
2月22日に開催された植民地議会で‘審議された。そして，同年 2月27日に
全会一致でこれぞ者決した。それは， r当植民地の盟主陸下佳畏の権利と自
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出合破壊する明白な傾向をJ有するためであるとしたm。
⑥ ロードアイランド植民地
1662年の特許状は，ロードアイランド植民地に対して，総督会合む極民
地の官吏を選挙で選出することを認めていた。そしてそのような状況に，
ロードアイランド植民地の人々は， 十分に満足していたので，その現状を鮪
民地連合によって崩されることそ好まなかった。告らにロードアイランド植
民地そして， rオノレパニー・プランj最終草案に消極的ならしめた要留は，地
理的に西方潟妬前線から速し したがって，フランス軍の脅威もなければ，
防衛の必要性も感じられなかったことである。つまり，樟民地連合を構成す
ることにより失うものの方が，はるかに多かったのである。 似たような特許
状の状況および地理的状況にあったコネティカット植民地が，かなり早い時
期に明確な議会決定によって， rオノレパニー・プランj最終草案全否決したの
に比べ，ロードアイランド極民地議会は，本国議会が真剣にi可プランを審議
する状況になったときに，植畏地議会においても審議するとし，明確に奇定
的決定を仔うことを避け続けた点は，オノレパニー会議に同様民地代表として
Hllr'17したスティーブン・ホプキンス (StephenHopkinslの影響力が強かったた
めであるとされている制。
⑦ ノース・カロライナ植民地
オノレパニー会議に代表を送っていなかったノース・カロライナ植民地ふ
ロードアイランド植民地と同様，明確な議決をすることなし実質的に「オ
ノレパニー・プランj 守拒否したo li54年 12月21日(こ， rオノレパニー・プラ
ン j に好意的な l~' ッブズ (Dol加)総替は，同プランを議会下院の審議に付
託した。 12月24日に下院は審議そ開始し，審議終了に至らなかったため，
次回会期に継続審議としたが，次回会期は 1i55年9月25EIまで開催されな
かった。そしてその砲に， rオノレパニー・プランJは実質的に廃案となってい
たのである制。
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以上の七つの植畏地は，それぞれの植畏地議会という公開の場で「オノレバ
ニー・プランJ最終草案を審議し，否決したのだが，他の 6槌畏地ではほぼ
無視されたのも持然であった。それら 6植民地の状況を以下で概観しておこ
フ。
③ ニューハンプシャー緩民地
ニューハンプシャーでは， rオノレパニー・プランj最柊草案は，審議さえさ
れなかったが，仮にそれが開綴民地議会で議論されたとしても，地理的に鱗
接するマサチューセッツと同様に，植民地の自由~侵害するおそれがあると
いう理由で，おそらく否決されたものと考えられる c
⑨ ニューヨーク植民地
ニューヨークでは 1754年 10月20日に下院が関接されたが，荷下院議員
には千ログオイ族との毛虫取引に携わる者が多く， r;f Jレパニー・プランj
終草案が，インディアンとの交易について連合政府が権限む持つこととなっ
ているために，否定的{こ捉えられたのは不思議なことではなかった 3 つま
り，それら議員にとっては，インディアンとの取引が連合政府などによって
締約を受けることなし自由にできることの方が，植民地全体の訪備のため
に諸植民地が連合することよりも あると考える額肉が強かったので、あ
るc まずこ，ニューヨーク総督代理のドウランシーは， r;fノレパニー ・プランJ
最終草案が完成した 7月 10日夜後から，オノレパニー会議において，西方の
境界地域lこ防衛話的の要議~築くため，諸植民地が共向で資金を拠出するこ
とをナ早急に決定するよう主張していたが，結局， 肯定的な結論を得ることが
できなかった刻。そのため，オノレパニー会議を開催したニューヨーク植民
地の総督代理でありながら， ドウランシーは， rオノレパニー・プランj自体に
ついても懐疑的になりながら，議会のあるニューヨーク市に戻って来たので、
ある 51)っそのような状況から，ニューヨーク槌民地においても， rオノレパ
ニー・プランJ最終草案は，実主?結ぶことがなかった目。
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⑬ ヴァージニア植民地
「オノレパニー・プラン j 最終E草案の審議~行わなかった 3 番目の植民地は，
グァージ、ニアであった。グァージニア植民地は，オハイオJI流域など西方領
域へのフランスによる侵入に対して，1753iドおよび54年にワシントン守派
し交戦するなど，すでに相当の人的および経済的犠牲を払っていた。した
がって， iオルパニー・プランjを採択しそれが施行されることにより，その
ような犠牲を今後は，全J植民地共通のものとすることができるはずであっ
た。しかし他方で，同植民地の特許状は，その領土について，大西洋から太
平洋まで認められるとしていたため，大きく西方に開かれていたc つまり，
fオノレパニー・プランj が効力を発し，連合政府が西方領域に権隈~持つこと
になるとすると，グァージニアは，これまでのような聞方領有権を主張する
ことが，困難になってくることが予想されたのである。このような状況か
ら，たとえ西方領域の防衛において，要塞構築および要塞維持，また要塞の
兵士駐留などに必要となる経費ι全掻員地で共向負担することになり，
グァージニアの負担がその点で軽減されることになっても，広く開かれた西
方領域の領有擦を保持することから得られる利益の方が，はるかに多大であ
ると同揺畏地は考えたのである。したがって， iオノレパニー ・プランJの作成
には当初から積極的に関与することな避け，オノレパニー会議に代表者すら派
遣しなかったグァージニア植畏池は，そこで成立した最終取案にも当然のよ
うに，無関心の態度全取ったのである
。サウス・カロライナ植民地
サクス・カロライナは，オノレパニー会議喜子招集せよとする 1753年の本閤
貿易委員会の招集指示においても，当初から招集の対象とされておらず，
ニューヨークの総普代理ドクランシーに委任をしたのみであった。最終草
案ができた後に，サワス・カロライナ植民地議会がそれそ審議に付さなかっ
たことは，そのような当初からの関わり兵合によるものであると考えられ
る54)。
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⑫ デラウェア犠民地とジョージア植民地
残る 2植民地はジョージアおよびデラワェアであるが，これら 2様民地は
「オノレパニー・プラン」最終草案において， そもそも連合の対象様民地いまさ
れていなかった。したがって，草案の送付を受けてもいなかったc 連合の対
象とされなかった理由は，ジョージアについては，最南部の槌畏地であり，
北部諾植民地の防俗営中心的課題とする連合案において，向植民地が貢献で
きるものはないと考えられたからであり，また，デラウェアについては，ペ
ンシルパニア髄民地と向じくジェイムズ・ハミルトンな植民地総督としてお
り，重ねて審議を求める必要はないと考えられたからであるお)0 
以上のように， rオノレパニー ・プランj最終草案において連合の対象とされ
ていた 11綴民地議会のうち，明縫に悶プランを可決しイギリス本国に承認
を?求めるべきであると議決した議会は，一つもないというのが植民地開の結
末であったc
それではつぎに， rオノレパニー・プランj最終草案に関して，イギリス本国
においては， どのような動きがあったのかを誠鏡し，大西洋の碍測において
最終草案はいかなる結末となったのか確認しよう。
(2) イギリス本国における審議
1754年 7月に完成した「オノレパニー・プランj最終率案が，自らのペンシ
ノレパニア積畏地議会において早速8月に審議されたにもかかわらず，先述の
ように，そこにおいですら，好意的に評拙されなかった事実や，その後，そ
の他の植民地議会においても肯定的に議論されていない事実を知るに至った
フランクリンは，同年の 8丹30日付および 12月29自社友人宛て信書で，
諾植民地が自主的に連合政府喜子構成することについて悲観的になりつつあ
り，イギリス本留のカに頼る必要性があることを，つぎのように表現してい
る。 まず8丹30日 は， r私たちの〔ペンシノレパニア〕議会では，連合
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にいかなる賛陪も示してくれそうになかったが，それを郁定することに本
国政府が反対して何らかの手段をとることはないだろうと思うJ56)と述べ，
嫡民地において承認が取れなかった場合に，本国主導で連合案を作成するこ
とを望んでいることを示した。 3らに，いよいよその地の様民地議会でも最
終草案への賛同が難しいことが判明してきた 12月29日の信書では，連合の
ためのプランは諸植民地が自主的に制定することはもはや困難で，イギリス
本国の強力な圧力または本国の主導で作成しなければ不可能で、あるという認
識を子持っていることを明確に示した。すなわち， Iすべての植弐地議会で
・・・連合案が審議に付されているが，私の意見では， それに同意するべし
またはそれに修正案を提案するべく，行動するものは皆無で、あろう。皆が，
連合は絶対に必要だ (a1ヲsolutel¥'necessar¥，)と叫んでいるが，連合の方法と形
態 (thei¥lal1l淀川ndForm) となると，彼らの弱い頭は完全に混乱してしま
う。したがって，連合ぞ構成しようとするのなら，それ[=連合案J(立，本
i現政府および本隠議会において作成されなければならないと c
そのイギリス本国に対しては， 7月 10日に完成した「オノレパニー・プラ
ンj段終草案が，ニューヨーク総者代理ドウランシーによって， 7月22貯
に発送されているお)。しかし，これが本国の貿易委員会に到着したのは向
10月24自のことであったっハリブアツクス(llalit'lx)合長とする貿易委
員会は， それを?箆ちに国王宛てに回{せすると悶H寺に， ITJ最終草案の倹討を子関
女合し， 5!ヨ後の 10月29EI (ニ， に概要報告を提出している刻。その中で
ハリブアツクスは，連合案の一刻も中-い施行によって植民地主7フランス宝石か
ら完全に防衛するべきことを進詩している刷。
他方， fI寺WJを前後して 1754年 6月 14日には，その貿易委員会のハリ
ファックスに対して，国務長官 (Secretar¥， of State)トマス・ロビンソン (Thomas
Robinso川が， I一般協約案 (APlan of General Concert) Jの準備を指示してい
た61にその草案は問委員会で準備され，間年 8月9Bにロビンソンおよび
間一Fに対して提示された62)。この案は，つぎの三つの部分から構成されて
いる。一つ自は，西方境界地域に建設主れた要塞の維持のための永続的な方
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法に関して，である。端的には，要塞維持およびそこに駐屯する兵士等の経
費の支出に関する事柄である。ニつ院は，北米植民地領域内に対する攻撃お
よび侵略に対処するための方法に隠して，である。端的には，植民地闘の家
隊招集に関する事柄である。そして，三つ自は， に任命される最高指揮
宮に，すべての要塞，寧およびインディアンに関する事柄を委ねることに関
して，端的には，植畏地防衛に関連する統治の方法についてであった63)。
そして，同文書において，これら三つの事柄に関して説明が加えられてい
る。初めの二つの部分，すなわち，要塞の維持についてと，フランス軍から
の攻撃と授略への対処についての部分に関しては，植民地に経費の負担およ
び人的負担が生ずることが前提であるため， r諸植民地自身の相互の間意お
よび合意，そして最終的には出王陛下による裁可と確認によって成立するも
のとされるよう提案しjている c しかし，仮に植弐地がこの方法について
められないということであれば， r本思議会権眼の介入念実行する以外の方
法は取りえないと考えるJ64)とする c つまり最終的には，本国の権摂発動に
よってでも，植民地防揮を?確保しなければならないという決意があるという
ことである。また，最後の三つ自の部分，すなわち，国王任命の l人の最高
指揮官に要塞・軍およびインデイアンに関する事柄を委ねることについて，
そのような最高指揮官の在命は国王の一存ではあるが， rこの権限の遊切か
っ実効的執行のためには，諮綴民地によって合意され〔椅題があればそれが〕
処理されるべきものとされるよう提案する J65)としている。そのような l人
の最高指揮官に，それら権限を集中させることの重要性と必要性について
は，つぎのように，北米諸植民地の霞かれた状況から説明~加えるつすなわ
ち， r諸植民地 (Colonies)(ふ切り離された異なる地方 (Provinces)(こ分かれ
ており，お互いにほとんどいかなるつながりもなければ依存もない。そのた
め，要塞と軍隊そしてインディアンに関する事婦の管理 (nlanagenle凶と
(services)の命令 (command)が， 1人の広範な指揮権 (onegeneral direction) 
の下に震かれなければ，連合に関するこの案も，また，その{也のいかなる案
ふ効果的なものとはなりえないJ661であろう，と c つまり，ハリブアツクス
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を長とするイギリス本国貿易委員会の認識では，プランス軍に対抗し，かっ
インディアン問題に対処するに当たっては，イギリス国王の大権の下にそれ
らそ行うことが必要であるとしつつも，そのための諸模民地の統治におい
て，諮撞畏地の合意は，少なくとも重要で、ある， というものであったことが
理解できる。
以上のように，イギリス本国は，一方では 1i53年9月 18日付で，貿易委
員会を通して，北米植民地に対しオノレパニーで会議を開催して連合プランミヲ
作成するよう指示し，他方で，1i54年6月14日に国務長官ロビンソンが，
貿易委員会ハリファックスに対して「一般協約案jセ作成するように指示し
ており，極民地連合案の作成に関する手JI展について混乱していたように見受
けられる。この混乱の最大の原屈は，植民地の現状について熟知している貿
易委員会の長であるハリブアツクスが，状況打開のために一刻も早い処置を
取らなければならないと判断して，1i53年9月に様民地の実質的代表であ
るドウランシーに指示そ出していたことにある。国務長官ロビンソンは，北
米誌地の状況について，li54年 6月 138になってようやくマサチュー
セッツ総督ウィリアム・シーレー (¥Nilliam
6月 14日に，本国主導で，つまり貿易 において連合案を作成さ
せることを決意し，植民地連合の形成に関して動き始めたが，その時にはす
でに，北米植民地オノレパニーにおいて会議が始まっていたのである。
以上のような指示の混乱などもあり，ハリファックスが 1i54年8月9日
にロビンソンおよび国主に提示した f一般協約案Jは，桓密続で審議される
こともなしましてイギリス議会で審議されることもなく，結局どこからも
支持されることがないまま，実費的に廃案となってしまった。
? ? ?? ? ?
以上本稿では，1i54年に考案主れた植民地連合案である「オノレパニー・プ
ランjが，合衆国憲法体制にとってどのような意義を認めることができるの
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かを?考察するために，同プラン作成の背景および作成の経緯を中心に競観し
てきた。そして，主として，プランスによる北米イギリス植民地に対する箆
略から植民地を坊衛するために，それまでばらばらであった諸植民地を連合
させる沼的で， iオノレパニー・プランJは作成されたこと， そして， iオノレパ
ニー・プランjの慕となった素案は，ペンシノレパニア植民地のベンジャミン・
ブランクリンが準儲した「ショート・ヒンツjであったこと，またニュー
ヨーク総督代理ドウランシーは， 1753年の本留安易委員会からの指示に
よって，オノレパニー会議守主宰し，フランクリンの「ショート・ヒンツj を
たたき台にしながら， iオノレパニー・プランjの作成ぞ推進したことなどをナ明
らかにしつつ， iショートヒンツjおよび fオノレパニー・プランj それぞれ
の中身の共通性として，ある程度，各植畏地に対する経詩的・人的な統制を
植民地連合政府に可能にしている点と，イギリス霞王の大権を尊重し，本国
議会の添認と国王の裁可によって初めて植民地連合政府は縫製を有するもの
となるとしている点を確認した。また，マサチューセッツ総督シーレーは，
1754年4月に諸横民地の状況とその取り巻かれた環境について本開頴務長
ロビンソンに対して報告し，翠易委員会の長であるハリファックス守中心
に「ー殻協約案j合作成させる道を準備したことから分かるように，イギリ
ス本国においても積極的に植誌地の連合政府構築のための努力がなされたの
であった。ところが，できあがった「オルパニー・プランJ最終草案につい
て，各植民地議会においては，既存の植民地自治および特権の維持を主たる
理自に，問草案を審議したとしても否定的な方向でしか審議せず，または，
まったく審議すらしないという方向に向かった。したがって最終草案は，イ
ギリス本国の承認の手続喜子求めるところまで進めることができないまま，
実上廃案に終わってしまった。また，イギリス本国でハリファックスの貿易
委員会が 1754年 8丹に準備した f一般協約j案ふ殖民地における連合
案， iオノレパニー・プランjの審議が進まない状況から，実質的な審議に入る
ことなく f冬わってしまったのである。
しかし，結局突を結ばなかったこれら「オノレパニー・プランjや fー 殻協
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約j案なとの植誌地連合案も， 1皮らがフランスによる侵略から北米植民地音
防衛できるような体制を整えるべく考案したという事実は重要で、あった。つ
まり，槌民地防衛に必要な事柄として，本国においても植民地においても，
つぎのことが共通に認識されていたのである。第一に，フランスの授略に対
抗するためには諸植民地が連合することが重要であること，第ニにフランス
に懐柔されつつあった「イロクォイ六部族連合jをイギリス側に引き戻すこ
とが植民地防衛にとって必須であること，そして，そのためには，彼らとの
関の「誓約の鍍Jを再確認し，前後，適切に維持することが重要かつ必要で
あること，である。
このように本国および摘民地において共通して重要で、あると認識されてい
た第一の，北米語民地のフランスからの軍事的訪衡に関しては，植民地およ
び本国で作成された連合案それぞれが事実上廃案になったことにより，必要
とされる要事の構築や維持は，連合政府が成立しなかった以上，極民地共通
の負担とされることはなしそれまでと同じ方法で，つまり，一部の植民地
と本陸の負担により賄われ，また駐屯兵の派遣と費用負担についても，結果
的にそれまでと同様の方法で、行われることになったに過ぎない。さらに第二
の共通認識であった， iイロクオ千六部族連合jを千三子、リスの味方に引き
さなければならないとする点については，ハリファックスの liS4年 7月5
日付ドウランシー宛て信者からも読み取れる。すなわち， iそれらインディ
アンとの友好を維持し確保しておくことは，現状においては，最も重要な
柄 (anobject ()f the greatest Importance)である。イギリスの利主主へのこれらイ
ンディアンの堅実な忠誠 (thesteadv adherence)によって，ニューヨークだけ
でなくその他北部糠畏地は，外出勢力の侵略としづ致命的結果からこれまで
保護されてきたのであるJ68)と。つまり， iイロクォイ六部族連合j をイギ
リスの味方につけておくために，彼らとの関採を重視し適切に維持し，それ
を象徴する f誓約の鎖j合維持し，彼らから定期的に苦情ぞ開き，それに十
分に対処することは，イギリス本田にとっても植弐地にとっても，軍事的に
だけでなく経済的にも重要であると本盟貿易委員会も考えていたのである。
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それだからこそ，ニューヨーク総督代理ドウランシーは， 1754年 6月に
はロクォイ六部族連合jのインディアンたちを了オノレパニー会議に招き，諾
横民地代表が臨席する前で彼らの苦需を関弘北米イギリス植民地代表とし
て自ら謝罪の演説念行い， i誓約の鎖J~新たにするとともに，多くの贈物
そして関係を修復することに全力を傾げたのである。
ところが，こうして， iイロクオイ六部族連合j との関係が修復され，フ
ランスに対するイギリス植民地の安全が以前と同じようにある程度確保され
ることになったことを確認するや否や，ニューヨーク以外の髄民地にとって
は，いやニューヨークにとってすら，植民地連合政府形成の必要性は薄れて
昆えてきた。つまり，それまでの植民地の自治と与えられてきた特権，特に
西方境界以西の開かれた領域に対する鎮有権~犠牲にしてまで，植民地連合
の関係に入ることのメリットは，理解されなくなってしまっていたのであ
る。
このように，アメリカの諸植民地が連合して外敵からの防衛に努めようと
して，大々的に会議を開催し議論をしたのは， 1754年の fオノレパニー ・プラ
ンjが初めてのことであった。そのような事実から，その後のアメリカ独立
慈命期の連合プランである 1781年連合規約，さらには，その後の 1787年ア
メリカ合衆国憲法本文との比較において， iオノレパニー・プランjが議論さ
れ， これがそのような体制の基盤そ構築したという議論がされる州。 しか
し， iオノレパニー・プランjの特徴をつぎのように明確にすることによって，
そのような主張は当を得たものではないと考えられるので，最後にその点に
触れて本稿の締めくくりとしたい。
「オノレパニー ・プランJにおいては，プランスと「イロクオイ六部族連合j
とが協力し合うことにより，カナダのセント・ローレンスJlIからオハイオJlI
涜域さらにミシシッピーJlI沿岸部が占領されてしまうと，北米イギリス植民
地がそれ以西の内陸部へ進出することが国難になることをイギリス本閣が認
識しており，プランスとの対筑間保においても，また，イロクオイ六部族と
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の良好な外交関{系においても，極々の植民地の政策と判断に任せるのは得策
ではなし植民地防衛のためという一つの目的のために，ぱらぱらの鑓誌地
合…つにまとめ，そこから要塞構築など必要な費用の一定割合守賄うと同時
に，軍隊の人的拠出についても植民地連合が支出することとするために，
1753年9月訪日付の貿易委員会の書状に見られるように，本田がむしろ先
導的に連合のための指示を出している。つまり，イギリス帝国の利益と統一
性を翻るための北米イギリス槌民地連合が模索されたのである。
それに対して，アメリカ独立革命期の連合，つまり f連合規約Jの制定時
期は，イギリスがフランスからその北米領土を無事獲得した 1763年終結の
七年戦争後のことであり，フランスおよび先住民とイギリス植民地との簡の
対抗関係はすでに消滅していた。逆に，イギリス本留がその七年戦争にか
かった戦費などの出費合槌民地に肩代わりさせようとした課税政策に対抗す
るために，独立的な北米諸植畏地が結合しようとしてできたものであった。
そして，その結合において，今度はグァージニアなどが中心となって，もち
ろん本国からの指示によってではなしまったく無関係に，諾極畏地が率先
してその連合会形成したのである。
すると， Iオノレパニー・プランjは， その迎合案の作成の経緯から考えて
も，純粋に告らのぞ子在を訪御するために，植民地が自主的に連合体を矯成し
ようと立ち上がるべく作成したものではなしあくまでイギリス;植民地アメ
リカ七いかに効率よく実効的{こ，外敵であるプランスから防衛することが
できるか，そして，そのことによってインディアン貿易からの利益営いかに
最大化することができるかという観点からの，イギリス本聞からの指示に
よって作成が開始されたものである点で，決定的に， I連合規約Jなど，そ
の後の諸横民地連合の動きとは異なる。もっとも，イギリス本国からの指示
によると言っても，北米植民地への移住を促進するために特許状によって認
められていた植民地特権L その後 1760年代まで続く「栄光ある怠'1育jに
よって形成されていた植民地自治とを，自に見える形で縮減することは，か
えって諸植民地議会からの抵抗を生む危険もあるため，逆に本国にとって得
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オノレパニー ・プランの合議宅街慾法体制形成における窓義
策ではない。したがって，あくまで自主的な連合プランの作成を， まずは指
示したのである c しかしシーレー総督からの報告を 1754年 6月に受けた留
務長官ロビンソンは，植民地の状況に緊急性合察知し，貿易委員会ノ、リ
ファックスに連合案である f-殺協約j案そ作成させることにしたのだが，
ヨーロツパ大擦における七年戦争および北米におけるフレンチ・インディア
ン戦争の勃発により，結局はこれも事実上の廃案となったのであった。
-1tこ，オノレパニー会議において 1754年 7月{こ fオノレパニー・プランj最終
草案が議決されたものの，各植民地議会において，イギリス本爵へ承認のた
めに送付することが認められなかったため，諸植民地は現実的に連合組織を
形成するには烹らず，オノレパニー会議自体は当初期待されていたものを得る
ことはできなかった。しかし， fイロクォイ六部族連合」との隠採修復を果
たしたため，その後は安定的な毛皮の供給ぞ確保できたから，交易の側面に
おいても， また，プランスが fイロクォイ六部族連合jを:"!喪柔することを由
避できたから，軍事的な側関においても，実質的にある程度の窓義ぞ有した
と言えるであろう。いずれにしても，イギリス本国議会による承認および国
王の裁可営必須の条件として準備したこれらの連合案は，イギリス本国から
独立するために，その後諸槌民地が連合し，本国との対抗関係を悪化させる
なかで練りとげていった「連合規約jおよび合衆罷憲法とはまったく性格が
異なり，また方向性も正反対のものであったと言えよう。したがって，後に
形成される，列、iを基礎的単位とする連邦制ぞ基軸とした合衆盟憲法体部の形
成との関連に関しては，厳密な意味で「オノレパニー・プランjが果たした役
割は，陪プランが独立の様民地~基礎に連合~構成しようとした点に尽きる
ものであり，極めて限定的である。しかしその点以上に，持プランが果たし
た，より重要な投割は，この時期に植民地連合を形成しようとして失敗した
という経験から，植民地連合を形成するための諜題な発見したという
ある。つまり，諾植民地の独立かっ自治的な存在という極めて高い壁を fオ
ノレパニー ・プランjの作成過程において，すべての植民地代表が明確に認識
したので， それを乗り越えるためには， f;f)レパニー ・プランJ作成当時植民
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地が散対していた北米フランス軍以上に強力な共通の外敵が出現し，諮植民
地がその外敵に対して一致して鴎おうとする強い原動力が必要となるという
ことである。そして，その強力な共通の外散とはまさに，li63年以降のイ
ギリス本闘だったのである。
したがってつぎには， Iオノレパニー・プランjが作成された li54年以降の
北米イギリス植民地が，その強力な外敵に立ち向かい， どのように li81年
「連合規約Jの成立に至ったのかを明らかにし，近代アメリカ合衆国憲法体
制の確立の経緯を明確にすることが課題となる。
j主
1) r迷子干規約jについて検討することは，本稿の夜銭的包的ではないため，その内容
および欠点等の概昨~については，アメワ力学会訳編 rr京輿アメリカ史第 2 巻(お
波書!古， 1951 年)224-2361主(清水問)， 1:1中英火 5英米法総論上(東京大学出
版会， 1980年)213-218支を参燃のこと
2) アメリカにおける文献としては，たとえば， )0れ しい'akelγn，ed.， I\~IERICA'S 1:'0じ?¥D-
I?¥G CH:¥RTERS， ¥'01.2 (Green¥¥'ood Press， 2(06) at 615-618， Timothy). Shannon， 
“八IbanvPlan ofじnion，"in Paul I:'inkclman，εd.， E?¥CYCLOPEDIA OF THE I¥'E¥'八五lE立ト
CA?¥ I¥'ATIO?¥， ¥'01.1 (Charlcs Scribncr's Sons， 20(5) at 48-49. 一方，わが国のもの
としては，アメリカ史の-Jをとしてオノレハニー・プランへの万及が，紀王子菜作編子新
nli 世界各~J'i: 24 アメワカ;tJ(LLI I1 J 1¥版社， 1999 '.ド)50 ri (こi，'il.られるものの，
f!IJ久的il:書籍なとには…切設及されていないぐ
3) 紀王子，前i主2)40-411'L茨木股三[ニューヨーク右lW_;t也{こ，かける都市民衆……オ
jレパニィの場合 j 大手前交子大論集2i之さ‘ 31-33n， Timothy J.Shannon， I?¥-
DIANS A?¥D COLONISTS :¥T THE CROSSROADS ()F EW'IRE-THE八LBA?¥YCO?¥GRESS 
OF li54 (Corncll Uni¥'Cl'sit¥'， 2000) at 25 
4) 問中英火， JiiJUli主2)1ヲ2頁亡このようなな俗な状況を立て痘すために，クロム
ウエ/レ{ま 1660ij三に f航海法jを改正し，列挙品iヨ規定を設け，どのような物品につ
いて向法が規制しているのかを明記することにし， またお国船主主主についても強化
した。さらに，様民地度重要i留品な列挙してそれらなイギリスヰ王国および恨民地以
外に総出することを禁止し，傾民地貿易をさらに独占fとする方策を導入したc それ
ら列挙品悶{ま，染料，砂織，タパコなどであった。鈴木去介総?アメリカ経済史j
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(東京大学出H友会，19i2年)83-84頁参照。また， 1660年 f航海法j 以後の通商規
j!JJj法で主主主なものは， 1696年 r~I~毛品法J (憾民地淫のさ手毛およびその加工品の総
IH入禁d二)， li05年 f総給資材法J(北部櫛民地(こ総給資材 fj:作らせる)， 1i20iF 
オルパニー・プランの合衆国慾法体n;IJ形成における2霊祭
f泡iolミi去J(本i協議会の許可なしでは1tlH宅地会支さは操業できない)， 1732年 f総子法j
(植民地産の紹子の事ltr{封書きl:)， li50 fド「鉄法J(被災地での溶鉱炉などの建設を禁
止:)， 1751 fl~ r通貨法J(綴民地による銀行の設立をど禁[1こ)である。
5) 問中， iI百出i2) 1ヲ2]言。
6) 田中， ]Ii'jWi.主2)1891~c 
7) これらア支部族とは，オノレパニ一関方モホーク!日流域の fモホーク(!Ylohawks)J， 
そのさらに隠方 60マイノレ，オナイダ納付近の fオナイダ (Oneidas)J，現シラキュー
ズ市付近の;ォノンダブ'f(Onondagas) J警オナイダとオノンダプjのや間(こ位ftずる
fタスカローラ (Tuscaroras)J，カユプ'fi刻家岸の fカユガ (C町ugas)J，そして，現
ロチェスター付i丘の「セネカ (Senecas)JであるcRobert C. Newbold， THE ALsAXi 
COXG立ESSAND FL¥N OF UNION 01' 1754 (Vantage Press， 1955) at 20. 
8) ld. at 21. iオ/レパニー・プランjが完成した 1754jドになっても，土地の紛争終決
については終結していなかったことが， 1754年7月22日付， ドウランシー総辞代
理¥(1必utcnantωGovernor)による本伝1i貿易委員会 (1'0171C Lords of Trade)宛てj
のmおから読み絞れる。iJ二部モホークらの心中をきLすもう一つのことは，……彼ら
が股往する土泌がT交のうちに途法{こ斜交され， リヴイングストン氏およびその飽の
人に，何年か前{ニ談i1!されたということである。調遂の結果そのようであれば，そ
れは詐欺および裟切りによってなされたものに違いない。というのは，先住災が自
らそこで生活しそこから主たる生計を得ているそのこ1:泌を，込分すると信ずること
(ま不UJ会81ごから?とjとご (E. B. ()'Callagha!l and Berthold fero!low九ed.，DOCllllCnts 
Relatit'e to the Colollial HistOlアofthc State of Ne¥¥寸 '01士(八lbany，1853-8il， vol. 6， 
850-851.以下，NYC])と表記する。)
守) Newbold， supra note 7 at 19 
10) 入γCDat 781-788，“Con(erCllCC between GOl'emor (刀IltOl1Ild thc lndItl1ls， Fort 
Gcorge in the City of Ncw York， 12 June 1753"において，六部族の代表としてそホー
クの首rf，fが， 17 人の rfíJ 1f~インディアンミケ引き迷れてニューヨーク市の総'iè'f i仔を訪
れ，つぎのような法的を訴えたことを記している。ウィリアム・ジョンソン大佐 (Col.
1山lIi立11johnson) は六部族のために大変良くしてくれたが，彼の退任後，9eの
ジョージ主戦争で l~l 分たちがイギリス 1ftIf 3主主重し I路利lこ1't献したにもかかわら
ず，イギリス人たちはそれに報いようともせず，自分たちをァ額みることもせず， I:ti. 
lこ六部族からその土地If不正に佼察し警かつアルコーjレ芸誌を部絞に持ち込み， イン
ディアンを不健全な生活(こ導いている，などである 3 これら苦情{こ対するジョージ・
クリントン総督の返答が満足のいくものではなかったため，モホーク滋I:災はつぎの
ように述べて，イギワスとのすべての関係を断ち切ったc i私たちの土地についての
苦情を認すために私たちがここに来たのは，何らかのことが私たちのためになされ
ることをご綴侍してのことであったコ……(しかし何もされないのであれば〕むしろ，
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私たちのためには何もなされない，とあなた方が〔はっきりと〕言うことを?望むこJi私
たちのうも祖の怒約の鎖は，今や断たれた (broken)のであるJ(id抗 788.)と。ジョ
ンソン大佐は， 1738年{ニモホークの谷に定住したアイルランド系商人であったが，
1746年lこそホーク族と共にオノレパニーの協定会議 (TreatyConference) (こ出席した
ときに，クリントン総督に認められ，インデイアン事演を取り扱うよう命じられ
た3 その後 1751年lこ，ジョージ主戦争の込怒について，槌E宅地インディアン委録会
と対立し絞任するつ See，Timothv J. Shannon， IROQUOIS DIPLOMACY 0" THE EARLY 
AME立ICANFRONTIE立(NewYork， 2(08) 121-123 また r~約の銭j がlfIíたれたこ
の!待の会合については，イギリス本図では司 9尽になってようやく議論がされるこ
とになったo NYCD at 799，“Lords o{TI似たωtlzeEr:zrl o{ Holdemesse， Whitehall， 
September 18， 1753"において， 17-18年以来ハリファックス (Halifax，Earl of George 
;，lontagu Dunk)を長とする貿易委長会{ふクリントン総'/i'fとそホーク首長たちとの
会合が不調に終わり， rインディアンたちは季僚慨を露わにしながらその会議から急
逮江主ち去り，後らとニューヨーク植民地との陪の同腹と友情 (allianceand ti'iend-
ship)は瓦解したと考えると笈脅したj ことを，国務長官ホーノレターネスに報告す
ると問符に，ニューヨーク総径のオスボーンに対して，できるだけ速やかに六部族
連合のインテ、イアンと会合を持ち，関係{fj修復するへし賂辺の値民泌総督も会め
て対処するよう指示を出すことを求めている。また，このように[六部族連合Jとの
関係が瓦書干した潔lおとしてジョーシ王戦争があることについては，入rYCDat 782以
外に， Shannon， slIpm note 3 at 24， 48においても詳紛が終説されているこまた， ri~ 
約の鎖jについては，id. at 19および， Danid K. Richter， THE ORDEAL OF THE 
LONGHOUSE: THE I'EOPLES OF THE IROQUOIS LEAG仁E1" THE ERA OF EじROPEA"
COLONJZATIO:¥ (Chapel Hill， 1992) 24-26， Francis lennings， cd.， THE HISTORY AND 
CULTURE OF IROQUOIS DIPLOl¥lACY (災c¥'York， 1985) 20-2-1. さらに，六部族述合
とイギリス航民地とのiおの良好な関係'<1:'磁認し i認がJのi'J'Uを新たなものとするた
めの定期的な会合のガ法や様式については， Shannon， slIpra note 3 at 78-102. 
11) Newbold， 5l1pm note 7 at 20. これより先の 1753ijo(こ，総資のために一皮，ワシン
トンはオハイオ)1流域{こiJRi迭されている乙その報告については， The Journal of the 
House of Burgesses (Virgini江)， Thursday， February 14，1754， pp.175-176 (こ記され
ている c その報告において，主主懇のi設により，潟地域の強化念求めている c また，
1754年の一度目の戦いでは，何年4月17臼，現ピッツパーグ付近{こ檎築した姿2き
がフランスに攻撃され降伏したc 二度闘は，同年7月38，1司安芸きそ強化したもの
の，再度フランスlfIによって総洛させられたc 言手絡iについては， Charles Campbell， 
HISTORY OF THE COLONY AND ANCIENT DOMINION OF VIRGI:¥IA (Philadelphi品，
1860) 460-468 
12) NYCD at 800 and 802， '‘Lords of Trade 10 Sir J)r:zll'ers Osborne， Whiteh立U，Sep-
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オルパニー・プランの合衆問主言、法体制j形成における意義
tember 18， 1753" and“Lords o[ Tmde to the GOl'emOl古 11ぺmcrica，Circu!ar Letter to 
the GOl'emors o[ P!al1tatIol1s， Whitehall， September 18， 1753プ貿易委員会のハリファッ
クスは，強力なリーダーシツブを発探して，そのような綴民地の連合を促進した
(子~ewbold， slIpm note 7 at78-79，81)0 
13) Newbold， slIpra note 7 at23. 諮様民地が共同してフランスおよび先住民lこ対処す
るべきであるという認識の下に， 1684年から 1751:f手までの聞に計 10閲怒皮の会合
が持たれたとのことであるが，重姿な窓、味合有する緩まりとしては， 1744年にぺン
シ/レパニアのランカスターで行われ， ヴァージ‘ニア.メリーランドとペンシノレパニ
アが f六部族il合j と友好協定を認し会った会合， 1748年にオルパニーで行われ，
?サチューセッツおよびニューヨークがやはり「イロクオイ六部族連合j と問販関
係をlfi認した会合，そして， 1751 f引こ存度オ/レパニーで行われ，ニューヨーク，コ
ネティカット，マサチューセツツおよびサウス・カロライナカ'Miまった会合であった
(1d. at 28)。
14) Shannon， sllpm note 3 at81. 
15) 各代表者の氏名と所属槌災地については，NYCD at 853 
16) 原文(ま， Albcrt Henrv Smyth， THE WRITINGS OF BENJAJ¥lIN FRANKLlN， vol. 3， at
197-19ヲ(1970).なお，訳文中の r---J記号{ふ i京文においても同様の表記と
なっている c
17) Sh司nnon，slIpra note 3 at 113 
18) NYCD at 854， 800-801， "Lords of Trade to Sir Dal1l'crs Osbomc， Whitehall， Sep-
tember 18， 1753." 
l守) Id. 
20) 人:rCDat 856， 801 
21) ウィリアム・ジョンソン，サムエノレ・ウェルズ，セオドア・アトキンソン，エリー
シャ・ウィリアムズ，マーテイン・ハワード・ジュニア，アイザック・ノリス‘ベン
ジャミン・タスカー・ジュニアの 7名ということから分かるように， そのスピーチ{こ
はi十日当の透きな続いていたと考えられる (NYCDat 858)0翌 6Fl 20 Bには.案が
まだできていなかったため，会議でそのスピーチE草稿が苦手議の対象になるのは，そ
の翌日 6Fl 21 Elのことであったが，ここで反M窓兇などがあったため，スピーチに
ついて合怒が得られたのは 6Fl 22 Iヨとなった (NYCρat859)0 
22) すべての続民地の連合(じnionof al the Colonies)が必重さである点について，溺
場一童文の焚成が得られた(人!YCρat860)。
23) それ以外{こ，以下の 5人の委災がいた。マサチューセッツからはトマス・ハッチン
ソン，ニューハンブシャーからはセオドア・アトキンソン，コネティカットからは
ウィワアム・ピトキン，ロードアイランドカ3らはステファン・ホプキンス， そして，
メワーランドカ3らはベンジャミン・タスカーであった (NYCDat 860lc 
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24) 入'YCD乱t860-863 
25) 入TYCJ)at 864. 
26) 入!YCDat 861-863. 
2i)入!YCD立t868 
28) NYCD at 862 
29) 入TYCDat 865-866. クリントン総持との関係については，前UJ注 10)参燃のことハ
30) 入ヲ'CDat 867 
31) 入TYCDat 870-871. 
32) 人γCD乱t872 
33) 人!YCDat 878， 881， 884 また，六部絞迎合に士すすーるJl'問ち物として，荷馬車30会
分か用意された (id.at 884) 
34) 入TCDat 875. 
35) Id. 7 Fl5 Elおよび 8Elについても， /fiJ擦の状況であった(人rrCDat 8ii， 882)。
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らり) たとえば，災cwbold，supra notc i at 182-183も向僚の結論{e導いている。すなわ
ち， r li50 "cr代のアメリカ総民地において， fj際的なJlli{，.体 (confederation)の模索
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〔付記〕本稿は， 12009年度南山大学パッへ研究奨励金 I-A-2Jによる研究成果の
一部である。
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